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概　要

１．概要

　養成訓練は，国及び地方公共団体等において保健医療，

生活衛生及びこれらに関連する社会福祉（以下「保健医

療等」という）に関係する業務に従事している職員（医

師・歯科医師・薬剤師・獣医師・保健師・助産師・管理

栄養士・診療放射線技師・臨床検査技師・病院の幹部職

員・社会福祉関係職員など）やこれから従事しようとす

る人々に対して，専門的な教育を行い，我が国の保健医

療等の分野で働く人々の資質の向上及び改善を図ること

を目的としている．

　訓練内容として，保健医療等の基本理念と実践的な専

門的知識・技術，最新の情報などの修得が含まれており，

各研究部・センターがそれぞれの教育を担当している．

　平成２０年度より四つの区分によって行っており，各区

分の概要は次のとおりである．

（１）研究課程

　公衆衛生学の分野において，専門家として自立して研

究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎とな

る豊かな学識を養い，公衆衛生の行政，教育，研究の指

導者を養成することを目的とする．修業年限は３年．平

成２４年度においては，本院が提案する共同研究プログラ

ムへの参加者を募集する形で研修生の公募を行った．

（２）専門課程

　広い視野に立って，公衆衛生，保健医療福祉に関する

精深な知識，技術，技能を授け，各分野において，専門

職業人として指導的役割を果たすために必要な高度の能

力を養うことを目的とする．専門課程Ⅰ（保健福祉行政

管理分野・本科，分割前期（基礎）及び分割後期（応

用）に分けて行う），専門課程Ⅱ（地域保健福祉分野，

生活衛生環境分野，生物統計分野，医療管理分野，国際

保健分野及び健康危機管理分野に分けて行う）及び専門

課程Ⅲ（地域保健福祉専攻科，地域保健臨床研修専攻科

及び地域医療安全管理専攻科に分けて行う）がある．平

成２４年度より専門課程Ⅲに生活衛生環境専攻科，健康危

機管理専攻科が新設された．

１） 専門課程Ⅰ（保健福祉行政管理分野）

① 本科
　公衆衛生，保健福祉医療分野におけるリーダーとなる

ために必要な高度の能力を養うことを目的とし，修業年

限は１年．保健所長の資格要件を定めた地域保健法施行

令第４条に定める「国立保健医療科学院の行う養成訓練

の課程」に相当し，本課程を修了した者は保健所長要件

を満たす．特別研究論文が課される．

② 保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）
　専門課程共通必修科目及び保健福祉行政管理分野必修

科目のみを受講する課程で，公衆衛生，保健福祉医療分

野におけるリーダーとなるために必要な基礎的知識を修

得することを目的とする．修業期間３月．当分の間，本

課程の修了者であっても，保健所長の資格要件を満たす．

③ 保健福祉行政管理分野分割後期（応用）
　国及び地方公共団体に勤務する者（内定者を含む），

大学院に在籍する方で，勤務，就学等の事情により，１

年間通年で専門課程Ⅰを履修することが困難な方に，専

門課程修了の機会を与えることを目的としており，分割

前期（基礎）修了者を対象とする．３年間の在籍が認め

られ，特別研究論文が課される．専門課程の遠隔教育に

よる選択科目の履修，本院短期研修の履修により必要単

位の取得が可能である．

　本課程を修了した者は本科修了者と同様に，保健所長

要件を満たす．

２）専門課程Ⅱ

　修業年限が１年または２年で，特別研究論文が課される．

① 地域保健福祉分野
　地域保健福祉業務において，指導的立場で実践活動を

総合的に推進するために必要な能力を養うことを目的と

する．修業年限は１年．

② 生活衛生環境分野
　環境保健・生活衛生業務において，指導的立場で実践

活動を推進するために必要な能力を養うことを目的とす

る．修業年限は１年．平成２４年度は休止．

③ 生物統計分野
　国や地方公共団体，地域医療機関の関連部署から，調

査研究のための統計学的事項に関する相談を受けた際に

適切に技術支援ができ，また，自身も行政施策の推進に

必要な調査研究を適切に企画・運営・活用できる人材を

育成することを目的とする．修業年限は１年．平成２４年

度は休止．

④ 医療管理分野
　都道府県が，国の基本方針を踏まえ，レセプト等の新

たに公表されるデータを活用し，地域特性を反映させた

医療計画を策定・運営管理する上で必要となる高度なマ

ネジメント能力を育成することを目的とする．修業年限

は１年．平成２０，２３，２４年度は休止．

⑤ 国際保健分野
　国際的な視野で保健医療に関連する各種プロジェクト

や研究を企画立案，実施，評価に関する指導的業務に従
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事し，公衆衛生の見地を踏まえて従事できるマネジメン

ト能力を持つ者を養成することを目的とする．なお，全

ての講義，演習は原則として英語で行われる．修業年限

は１年．平成２４年度は休止．

⑥ 健康危機管理分野
　広い視野に立って公衆衛生，保健医療福祉に関する精

深な知識，技能を習得し，感染症対策に係る健康危機管

理分野において，指導的立場で実地疫学の実践を推進す

るために必要な能力を養うことを目的とする．修業年数

は２年．

　国際的な実地疫学専門家（Field Epidemiologist）の養
成コースに準拠した，厚生労働省が認定する研修であり，

国立感染症研究所と連携して実施している．平成２４年度

は休止．

３）専門課程Ⅲ

　修業期間２月～６月で，特別研究論文は課さない．本

課程修了者が将来専門課程Ⅰ，Ⅱに入学する場合には，

本課程での既得単位は，専門課程Ⅰ，Ⅱの単位として認

定される予定．

① 地域保健福祉専攻科
　保健福祉に関連する業務において，実践活動の質的向

上を図るために必要な下記に示す知識・技術を修得する

ことを目的とする．

・社会保障・社会福祉，地域保健に関する最新の知識

・保健福祉情報を活用し，総合的な地域診断ができる

能力

・地域保健福祉分野における企画・調整能力

・地域保健福祉の連携に関する知識・技術

・監視・指導に関する知識・技術

・組織運営・管理に関する知識・技術

・人材育成の知識・技術

② 生活衛生環境専攻科
　わが国の公衆衛生に係る広い視野と見識の習得，およ

び環境保全・生活衛生に係る現場での問題発掘や対策立

案に関する能力向上を通じ，生活衛生環境分野の調査研

究業務において指導的役割を果たす人材の育成を目的と

する．

③ 地域保健臨床研修専攻科
　将来保健所勤務等，公衆衛生分野キャリアを目指す医

師を育成することを目的とする．

④ 地域医療安全管理専攻科
　良質な医療を提供するための基本的，専門的知識・技

術を学び，地域における医療提供体制の質の向上に貢献

し得る人材を育成することを目的とする．

⑤ 健康危機管理専攻科
　健康危機事案が発生した際に，国及び自治体との連携

により迅速に原因を追及し，対応策を示すことができる

能力の獲得を目的とする．

（３）短期研修

　現に保健医療等関係業務に従事している者に対し，業

務に関する最新の知識，技術等を授けることを目的とす

る．研修期間は１日～２８日間．

（４）国際協力研修

　主として開発途上国の保健医療等に関係する人材の育

成に関する外国政府，国際機関，独立行政法人，国際協

力機構，その他これに類する機関の要請に応じて，保健

医療等関係業務に従事している者に対し，必要な知識，

技術等を授けることを目的とする．

２．平成２４年度に実施した養成訓練

（１）研究課程

　定員は１年度につき原則として５名，平成２４年度の入

学者は８名，研究論文の審査に合格したのは自費による

修業者２名である．

（２）専門課程

１）専門課程Ⅰ（保健福祉行政管理分野）

　専門課程Ⅰ全体で定員１５名，本科入学者は１名，修業

者１名，保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）入学者

は１８名，修了者１８名．同後期の修業者はいない．

２）専門課程Ⅱ

　専門課程Ⅱ全体で定員２０名．

① 地域保健福祉分野
　入学者２名，修業者２名．都道府県からの派遣である．

② 生物統計分野
　平成２４年度，募集休止．修業者４名，うち平成２２年度

入学者１名，平成２３年度入学者３名．

③ 医療管理分野
　入学者なし．

④ 健康危機管理分野
　平成２４年度，募集休止．修業者は，平成２３年度入学者

１名．

３）専門課程Ⅲ

　専門課程Ⅲ全体で定員２０名．

① 地域保健福祉専攻科
　入学者１１名，修業者１１名，都道府県からの派遣である．

② 生活衛生環境専攻科
　平成２４年度，募集休止．

③ 地域保健臨床研修専攻科
　入学者９名，修業者９名，うち国立病院機構からの派

遣が１名，国立大学法人から７名，私立大学病院から１

名の派遣である．

④ 地域医療安全管理専攻科
　入学者なし．
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⑤ 健康危機管理専攻科
　入学者１名，修業者１名，都道府県からの派遣である．

（３）短期研修

１）地域保健に関する分野

①健康危機管理研修

　全国の保健所長等地域における健康危機管理を担当す

る管理的立場の職員を対象に，地域において対応を求め

られるすべての分野に対応するために必要な実践能力の

習得を目的として実施した．「実務編」（２回）では，必

要な知識や技術に係る基本的事項を習得することを目指

し，現状と課題，原因別の対応等の基礎的かつ最新情報

を提供するとともに，講義，演習，グループワーク等の

組み合わせにより，実践能力の習得を図った．「高度技

術編」は，「実務編」で修得した知識・技術を応用して，

健康危機管理体制の質的充実強化を図るために必要な実

践能力の習得を図ることを目的として実施した．

　「実務編」定員は各回３０名，第１回応募者８名，受講

許可者８名，受講者８名，修了者８名，派遣元は，都道

府県４名，指定都市等４名．教育期間は平成２４年６月１３

日から６月１５日まで．

　第２回応募者４５名，受講許可者４５名，受講者４１名，修

了者４１名，派遣元は，都道府県２３名，指定都市等１８名．

教育期間は平成２４年１０月３日から１０月５日まで．

　「高度技術編」定員は２０名，応募者２４名，受講許可者

２４名，受講者２１名，修了者２１名，派遣元は，都道府県１２

名，指定都市等６名，都立病院１名，国立医科大学２名．

教育期間は平成２５年１月３０日から２月１日まで．

②生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・

技術研修

　「特定健診・特定保健指導」（高齢者医療法第２０・２４

条）を効果的・効率的に運営するために，「研修計画編」

では，都道府県等及び医療保険者等で研修の企画立案担

当者を対象として，必要な「健診・保健指導」事業の企

画，運営及び評価に関して，必要不可欠な研修を実施す

ることができることを目的として実施した．「広域的事

業評価編」では，都道府県等の保険者協議会及び地域・

職域連携推進協議会等において評価に携わる者，都道府

県等において特定健診・保健指導事業の推進に携わる者

および医療保険者（国レベル団体及び都道府県支部等）

において評価に携わる者を対象として，「特定健診・特

定保健指導」（高齢者医療法第２０・２４条）事業の評価を

円滑に実施することができることを目的として実施した．

　「研修計画編」定員は１００名，応募者１２３名，受講許可

者１２３名，受講者１１９名，修了者１１９名，派遣元は，都道

府県４２名，指定都市等７７名．教育期間は平成２４年６月４

日から６月５日まで．「広域的事業評価編」定員は７０名，

応募者７８名，受講許可者７８名，受講者７４名，修了者７３名，

派遣元は，都道府県２７名，指定都市等４６名．教育期間は

平成２４年６月６日から６月８日まで．

③たばこ対策の施策推進における企画・調整のための研修

　公衆衛生業務に携わる地方公共団体職員のうち，たば

こ対策の企画・調整や指導者的な立場で，健康教育やた

ばこ対策を担当する者を対象として，総合的な理解を深

めて，対策の企画や関係者との調整，或いは指導者とし

ての技術向上を図って，業務に活用することができるよ

うになることを目的として実施した．

　定員２０名，応募者１４名，受講許可者１４名，受講者１４名，

修了者１４名，派遣元は，都道府県６名，指定都市等８名．

教育期間は平成２４年１１月１２日から１１月１６日まで．

④児童虐待防止研修

　保健所及び市町村等において，児童虐待防止対策，母

子保健対策，精神保健福祉対策等に従事している中堅保

健師，助産師（実務経験５年以上），児童相談所に勤務

する保健師等を対象にして，乳幼児虐待或いは虐待ハイ

リスクに対して，関係機関等との連携によって効果的な

虐待予防の活動を行うために必要な知識を修得し，乳幼

児虐待への支援に関するスーパーバイズができる人材を

養成することを目的として実施した．

　定員４０名，応募者５４名，受講許可者５４名，受講者５４名，

修了者５４名，派遣元は，都道府県１１名，指定都市（中核

市・保健所設置市含む）３７名，その他の市６名．教育期

間は平成２４年１０月１日から１０月５日まで．

⑤死体検案研修

　検案業務に従事する機会の多い医師を対象に，「死体

検案」業務の充実を図ることを目的としている．科学院

での前半２日間と後半１日間の研修の間に，各受講者は，

東京都監察医務院等における監察医業務や地元の大学医

学部の法医学教室における法医学解剖等の見学実習を

行った．

　定員１２０名，応募者１５４名，受講許可者１５４名，受講者

１４５名，修了者１１１名，すべて自費．教育期間は前期：平

成２４年１０月７日から１０月８日まで，後期：平成２５年２月

１０日．

⑥公衆衛生看護管理者研修

　国及び地方公共団体において管理者的立場にある保健

師を対象に，「実務管理」では管理に関する諸理論及び

活動計画・評価について最新情報を学び，公衆衛生看護

活動を評価し，地域及び組織の課題を的確に把握する能

力を養うとともに，公衆衛生看護管理者として，効果的

な活動を展開するための知識と技術を習得することを目

的として実施した．「人材管理」では，人材育成・保健

師総括部門の保健師も含めて，公衆衛生看護管理者とし

ての素養を身につけるための，次世代の人材育成を施策

的に実行できる知識と技能を習得することを目的として

実施した．

　「実務管理」定員は４０名，応募者７５名，受講許可者７５

名，受講者７３名，修了者７２名，派遣元は，都道府県 ３５
名， 指定都市等３７名．教育期間は前期：平成２４年５月２１
日から５月２９日まで．後期：平成２５年１月１６日から１月

１８日まで．「人材管理」 定員は２５名，応募者５２名，受講
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許可者４３名，受講者４３名，修了者４３名，派遣元は，都道

府県２１名，指定都市等２２名．教育期間は事前に遠隔教育

を各人で受講後，平成２４年１１月１９日から１１月２２日まで集

合研修．

⑦食育推進事業刷新研修

　地方公共団体において食育推進事業に中核的に関わる

職員を対象に，自助・共助・公助の観点から即存の食育

推進事業を見直し，自治体が優先的に取り組むべき課題

を精査し，栄養政策全体の中での位置づけを明確にしな

がら，現場での実践を通じて事業を主体的に企画・調

整・評価する能力を習得することを目的として実施した．

　定員２０名，応募者２２名，受講許可者２２名，受講者２２名，

修了者２１名，派遣元は，都道府県１３名，指定都市等８名．

教育期間は前期：平成２４年１０月１日から１０月５日まで．

後期：平成２５年２月６日から２月８日まで．平成２４年１０

月６日から平成２５年２月５日までは遠隔研修．

⑧健康・栄養調査の企画・運営・評価に関する研修

　都道府県，指定都市，中核市・特別区において，地域

健康・栄養調査の企画・運営・評価に携わる職員を対象

とし，医療費適正化計画に伴う健康増進計画，食育推進

計画等の各種計画に関連して，健康・栄養調査の設計・

実施・集計・解析の一連の業務を行い，そのデータを地

域の実情に応じて活用，提言ができる能力を養うことを

目的として実施した．

　定員５０名，応募者４２名，受講許可者４２名，受講者４１名，

修了者４１名，派遣元は，都道府県３４名，指定都市等６名，

特別区１名．教育期間は平成２５年２月１２日から２月１５日

まで．

⑨歯科保健研修（歯科専門職向け）

　地方自治体において歯科保健業務に従事する歯科医師

及び歯科衛生士を対象に，歯科保健施策の遂行に必要な

資質の向上を図るとともに，各自治体において実戦可能

な新たな歯科保健事業を企画・立案する能力を育成する

ことを目的として実施した．

　定員１０名，受講許可者１１名，受講者１１名，修了者１１名，

派遣元は，都道府県４名，指定都市等６名，大学１名．

教育期間は平成２５年１月７日から１月２５日まで及び２月

４日から２月１５日まで遠隔教育を各人で受講し，平成２５

年１月２８日から２月１日までは集合研修．

⑩特定疾患医療従事者研修

（保健師等研修）

　特定疾患に関連する，医療・保健・福祉制度の動向や

行政保健師等としての役割を総合的に理解し，地域特性

に応じた保健活動を企画・実施・評価できる実践能力を

修得することを目的として実施した．

　定員４０名，応募者４９名，受講者４８名，修了者４８名．派

遣元は自治体４８名．教育期間は，平成２４年１０月２９日から

１１月２日まで．

（難病相談・支援センター職員研修）

　特定疾患患者および家族に対し，療養生活・就労等多

岐にわたる相談・支援を実施するために必要な知識・技

能を修得することを目的として実施した．定員２０名，応

募者３５名，受講者３５名，修了者３５名．派遣元は都道府県

３５名．平成２４年１０月２９日から３０日まで．

２）感染症に関する分野

⑪エイズ対策研修

　エイズ対策担当者（医師，保健師等）を対象に，科学

的根拠に基づくHIV/AIDS対策を地域で効果的に実践す
るために，HIV/AIDSの病態，疫学，社会的背景，個別
施策に関する基本的な知識を修得することを目的として

実施した．

　定員８０名，応募者７１名，受講許可者７１名，受講者６７名，

修了者６７名，派遣元は，都道府県２９名，指定都市等３８名．

教育期間は平成２４年１１月５日から１１月９日まで．

⑫感染症集団発生対策研修

　食中毒・感染症・原因不明の集団発生健康被害に対し

て保健所に求められる危機管理実践能力の向上を目指し

て，保健所や地方衛生研究所等に勤務する感染症対策担

当実務者，食品衛生担当実務者等を対象とし，感染症集

団発生対策に係る知識を学ぶとともに，原因究明調査に

必要な実地疫学（field epidemiology）の理論及び技術を，
実例を用いた実践的学習により習得することを目的とし

て実施した．

　定員３０名，応募者５８名，受講許可者３８名，受講者３６名，

修了者３６名，派遣元は，都道府県１２名，政令市２２名，特

別区１名，その他１名（関東厚生局）．教育期間は平成

２４年１１月１２日から１１月１６日まで．

⑬新興再興感染症技術研修

　医学，歯学，獣医学，薬学，理学，農学，水産学，生

物学，臨床検査学等の課程を卒業・修了した者，または

臨床検査技師の免許を有する者で，かつ地方衛生研究所

において，ウイルスの遺伝子検査，分離等に現在従事し，

引き続き検査に携わる者を対象に麻疹ウイルス検査・診

断に必要な知識と実技を身につけることを目的として実

施した．

　定員２０名，応募者２６名，受講許可者２０名，受講者１９名，

修了者１９名，派遣元は，都道府県９名，指定都市等１０名．

教育期間は平成２４年１１月５日から１１月９日まで．

⑭ウイルス研修

　医学，歯学，獣医学，薬学，理学，農学，水産学，生

物学，臨床検査学等の学士課程を大学院・大学及び短大

等において卒業し，かつ地方衛生研究所等においてウイ

ルス検査業務について２年以上の実務経験を有する者を

対象に，ウイルス学，感染症学，免疫学及び分子疫学等

について，体系的な理解と新しい知識・ウイルス診断法

技術の習得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者３２名，受講許可者３２名，受講者３１名，

修了者３１名，派遣元は，都道府県２１名，指定都市等１０名．

教育期間は平成２４年１０月１日から１０月１９日まで．
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３）地域医療に関する分野

⑮地域医療連携マネジメント研修

　救急医療，僻地医療，小児医療等の公益性の高い医療

を担う医療機関の病院長，看護部長，事務部長等を対象

とし，「理論編」は地域医療を担う病院においてその経

営・運営管理に不可欠な病院マネジメントに関する応用

知識を総合的に修得することを目的とし，「実践編」は

地域医療を担う病院をケースとして取り上げ，激しく変

化する医療環境に病院を適応させるための総合的な実践

運営能力（戦略マネジメント）を修得する目的で実施した．

　「理論編」定員４０名，応募者４４名，受講許可者４４名，

受講者４１名，修了者４１名，派遣元は，国７名，自治体病

院１３名，独法５名，大学病院１名，共済組合２名，農協

病院２名，民間病院１０名，国立病院機構１名．教育期間

は平成２４年６月２５日から６月２９日まで．

　「実践編」定員２０名，応募者２５名，受講許可者２５名，

受講者１９名，修了者１９名，派遣元は，自治体病院１０名，

国（自衛隊）病院２名，共済組合病院１名，農協病院１

名，民間病院５名．教育期間は平成２４年１１月５日から１１

月９日まで．

⑯療養病床再編支援研修

　療養病床の再編成に関する相談業務を担当する都道府

県職員を対象として，業務遂行に必要な知識を教授する

ことにより，療養病床の適切かつ円滑な転換の推進に寄

与することを目的として実施した．

　定員５０名，応募者２５名，受講許可者２５名，受講者２５名，

修了者２５名，派遣元は，都道府県２５名．教育期間は平成

２４年１０月１１日から１０月１２日まで．

⑰療養病床を有する医療機関のトップマネジメント研修

　療養病床を有する医療機関の管理者（院長・副院長・

事務長もしくはこれに準ずる者）を対象として，療養病

床の転換計画を進めるために必要な知識を修得し，自院

の病床転換計画の検討に活用できるようになることを目

的として実施した．

　定員６０名，応募者２３名，受講許可者２３名，受講者２０名，

修了者１９名，派遣元は医療法人等１９名．教育期間は平成

２４年１１月２１日から１１月２２日まで．

５）環境衛生に関する分野

⑱水道クリプトスポリジウム試験法に係る技術研修

　水道におけるクリプトスポリジウムの適切な監視と制

御に資するため，地方衛生研究所，保健所，水道事業体

等において３年以上微生物検査業務に従事した実務経験

を有し，水道原水等のクリプトスポリジウム試験に携

わっている者又は今後携わる可能性のある者であって，

クリプトスポリジム等の寄生性原虫類とその試験法に関

する基礎知識を有する者を対象に，水中に存在するクリ

プトスポリジウムオーシストを検出するための試験方法

及び水道のクリプトスポリジウム対策に関する専門知識

と技術を習得を目的として実施した．

　定員２０名，応募者２７名，受講許可者２４名，受講者２４名，

修了者２４名，派遣元は，都道府県１２名，指定都市等１２名．

教育期間は平成２５名１月２１日から２月１日まで．

⑲水道工学研修

　国及び地方公共団体等の衛生部局及び水道関係部局

（水道局，水道主務課，保健所，衛生研究所等）におい

て，水道（飲用井戸を含む）施設の計画，設計，運転，

維持管理，水質監視及びこれらに関する指導監督等の業

務に直接従事して３年以上の経験を有する理科系の学士

課程卒業者を対象に，水道水の安定供給とその安全性及

び快適性向上を図る上で必要な，水道工学等に関する最

新の専門知識と技術を養うことを目的として実施した．

　定員２０名，応募者３２名，受講許可者３２名，受講者３２名，

修了者３２名，派遣元は，都道府県１３名，指定都市等１４名，

水道事業体等５名．教育期間は平成２４年９月１８日から１０

月２６日まで．

⑳建築物衛生研修

　工学，理学，医学，薬学，農学等の学士課程を修めた

卒業者であって国及び地方公共団体等において環境衛生

監視に３年以上従事している者に建築物物衛生・環境管

理に関する高度な専門知識並びに技術を修得し，建築物

の衛生監視業務に資する深い洞察力を養うことを目的と

して実施した．

　定員２０名，応募者２０名，受講許可者２０名，受講者１８名，

修了者１８名，派遣元は，都道府県７名，指定都市等１１名．

教育期間は平成２４年６月４日から６月２２日まで．

澡医療放射線監視研修

　国及び地方自治体において医療機関への立ち入り検査

等の業務に従事する者あるいは医療機関で放射線管理の

業務に従事する者を対象に，医療機関への立入調査等に

おいて必要な放射線機器，放射性医薬品の放射線管理に

関する最新の専門的かつ実務的な知識と技術を習得する

ことを目的として実施した．なお，本研修では集合研修

５日間の前後を遠隔教育で開催した．

　定員１０名，応募者７名，受講許可者７名，受講者７名，

修了者７名，派遣元は，都道府県３名，指定都市等３名，

市立病院１名．教育期間：遠隔は平成２４年１０月１５日から

１１月９日まで（集合研修期間を除く），集合研修は平成

２４年１０月２９日から１１月２日まで．

澤環境衛生監視指導研修

　環境衛生監視員が掌握する，理容師法・美容師法等の

営業六法及び，それに係る衛生管理を的確に実現し，平

常時の監視・監査・指導・助言などを効果的に行うため

の実務的な知識と技術を習得することを目的として実施

した．

　定員２０名，応募者６５名，受講許可者３０名，受講者３０名，

修了者３０名，派遣元は，都道府県１５名，指定都市等１５名．

教育期間は平成２５年１月２８日から２月１日まで．

６）食品衛生と薬事に関する分野

澹薬事衛生管理研修

　国，医薬品医療機器総合機構及び都道府県でGMP/ 



237J. Natl. Inst. Public Health, 62（3）: 2013

平成２４年度に実施した養成訓練

QMS調査を担当する薬事監視員で，今後引き続きGMP 
/QMS監視業務及び支援業務に従事する見込みの者を対
象として，GMP/QMS調査に必要とされる医薬品，医
薬部外品及び医療機器の製造技術，バリデーション，工

程管理等GMP/QMSに関する専門的科学的知識，薬務
行政における重要課題について理解・認識を高め，

GMP/QMS調査の実行能力を一層向上させることを目
的として実施した．

　定員３０名，応募者３６名，受講許可者３６名，受講者３６名，

修了者３６名，派遣元は，都道府県３４名，医薬品医療機器

総合機構２名．教育期間は平成２４年５月１４日から６月１５

日まで．

濆食肉衛生検査研修

　地方公共団体の食肉衛生検査所等において，と畜検査

員または食鳥検査員で，食肉衛生に関する基本的知識と

経験を有し，研修内容を自治体内に伝達でき，かつ，調

査研究を企画立案できる獣医師また将来そのような能力

が見込まれる獣医師を対象に，食肉の安全性確保と衛生

管理向上を図るために必要となる最新の専門的な知識と

技術の習得を目的として実施した．

　定員３０名，応募者４０名，受講許可者４０名，受講者４０名，

修了者４０名，派遣元は，都道府県２９名，指定都市等１１名．

教育期間は平成２４年６月１３日から７月６日まで．

澪食品衛生危機管理研修

　食品衛生に関する業務に就いて５年以上の実務経験を

有し，食品衛生監視員として指導的立場にある者で今後

引き続き食品汚染事件や食中毒対応業務に従事する見込

みの者を対象に，食品衛生管理に関する専門的かつ包括

的な知識及び食品安全上の緊急時応対能力を養うことを

目的として実施した．

　定員４０名，応募者４７名，受講許可者４７名，受講者４７名，

修了者４７名，派遣元は，国８名，都道府県２５名，指定都

市等１４名．教育期間は平成２５年１月１５日から２月８日ま

で．なお，今年度は１月１５日から１９日のコア部分のみの

受講も認め，国３名，都道府県６名，指定都市等４名が

受講した．

濟食品衛生監視指導研修

　国，都道府県等において食品衛生監視員として５年以

上の実務経験及びHACCP概念に基づく食品衛生監視指
導の実務経験を有する者であって今後引き続きHACCP
の概念に基づく監視指導業務に従事する見込みの者のう

ち所定の研修修了者を対象に，食品衛生管理における

GHP及びHACCPに基づく平常時の監視，監査，指導，
助言等に関する専門的かつ実務的な知識と技術の習得を

目的として実施した．

　定員２０名，応募者３５名，受講許可者３５名，受講者３５名，

修了者３５名，派遣元は，国９名，都道府県１７名， 指定都
市等９名． 教育期間は平成２４年１０月１５日から１１月２日ま
で．なお，今年度は１０月２９日から１１月２日のコア部分の

みの受講も認めた．

７）社会福祉に関する分野

都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修

　都道府県・指定都市・中核市において社会福祉事業の

指導・監督にあたる職員を対象に，適切な指導監査のあ

り方を実施・普及できるよう，標準的な知識及び技術の

取得を目的として，以下３研修を実施した．

濕都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・老人福祉施設担当）

　社会福祉法人・老人福祉施設の許認可，運営，経理の

指導・監督にあたる職員が対象．

　定員１２０名，応募者１８０名，受講許可者１２７名，受講者

１２０名，修了者１２０名，派遣元は，都道府県６５名，指定都

市等５５名．教育期間は平成２４年５月１６日から５月１８日まで．

濬都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・障害者福祉施設担当）

  社会福祉法人・障害者福祉施設の許認可，運営，経理
の指導・監督にあたる職員が対象．

　定員１２０名，応募者１６１名，受講許可者１２０名，受講者

１１６名，修了者１１６名，派遣元は，都道府県６４名，指定都

市等５２名．教育期間は平成２４年６月２７日から６月２９日まで．

濔都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会

福祉法人・児童福祉施設担当）

　社会福祉法人・児童福祉施設の許認可，運営，経理の

指導，監督にあたる職員が対象．

　定員１２０名，応募者１４７名，受講許可者１２４名，受講者

１１９名，修了者１１８名，派遣元は，都道府県６０名，指定都

市等５８名．教育期間は平成２４年６月２０日から６月２２日まで．

濘福祉事務所長研修

　福祉事務所長を対象に，社会福祉の現代的課題，特に

保健医療福祉の連携に基づく地域の福祉課題への対応，

貧困低所得者の自立支援という観点から，福祉事務所の

役割を理解し，より効果的に福祉事務所を運営するため

の知識や技術を修得することを目的として実施した．

　定員７０名，応募者１１５名，受講許可者１１５名，受講者

１０４名，修了者９２名，派遣元は，都道府県４９名，指定都

市等４３名．教育期間は平成２４年５月３０から６月１日まで．

濱生活保護自立支援研修担当育成研修

　都道府県・指定都市・中核市及び福祉事務所において，

生活保護の自立支援に関するプログラムの企画運営ない

し研修を担当する中堅職員が，管内における自立支援の

推進に寄与するために，自立支援の意義・目的を理解し，

職員の自立支援技術の向上や自立支援プログラムの効果

的運営に向けた職場内での研修・企画運営の手法を修得

すること目的として実施した．

　定員３０名，応募者４０名，受講許可者４０名，受講者３８名，

修了者３７名，派遣元は，都道府県２５名，指定都市等１２名．

教育期間は平成２４年１１月２８日から１１月３０日まで．

濮児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

　児童相談所の児童福祉司および児童心理司としての実

務経験が３年以上５年以下の職員を対象に，児童虐待の

相談援助の基礎的知識・スキルを前提として，他職種・
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他機関との連携を充実させてより効果的な児童虐待の相

談援助をすすめるために，他職種・他機関との連携に関

する意義を理解し，必要な知識・技能を習得することを

目的として実施した．

　定員６０名，応募者６３名，受講許可者６３名，受講者６０名，

修了者５９名，派遣元は，都道府県４８名，指定都市等１２名．

教育期間は平成２４年１１月１４日から１１月１６日まで．

濛介護保険指導監督中堅職員研修

　介護保険指導監督業務に従事している指導的な立場の

中堅職員が，適正な介護保険制度の実施のため，適正な

指導監督を管内に普及伝達できるようケアの質向上の専

門的知識，居宅・通所系サービス事業者に対する根拠基

づいた適切な実地指導法，業務管理体制の具体的な手法

を習得することを目的として実施した．

　なお，今年度は第１回都道府県職員対象，第２回指定

都市・中核市職員対象として対象者別に開催した．

　定員各回８０名，第１回都道府県職員対象は応募者８９名，

受講許可者８７名，受講者８２名，修了者８２名，派遣元は，

都道府県８２名．教育期間は平成２４年１０月３日から１０月５

日まで．

　第２回指定都市・中核市職員対象は応募者９７名，受講

許可者９５名，受講者９３名，修了者９２名，派遣元は，指定

都市３７名，中核市５５名．教育期間は平成２４年１０月２４日か

ら１０月２６日まで．

瀉都道府県障害程度区分指導者研修

　都道府県が行う障害者自立支援法の障害程度区分関係

研修の講師予定者である職員を対象とし，障害程度区分

認定調査の内容及び，市町村審査会における審査判定等

についての理解を深め，障害者自立支援法の障害程度区

分の認定と区分に関する専門的知識及び技術を高めるこ

とを目的として実施した．

　定員８０名，応募者８９名，受講許可者８９名，受講者８６名，

修了者８６名，派遣元は，都道府県８６名．教育期間は平成

２４年６月１９日．

瀋医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修

　医療ソーシャルワーカーとして実務経験１０年以上の現

任者に対し，病院内外のソーシャルワーク活動を戦略的

にマネジメントするために必要な知識・技術を習得する

ことを目的として２回実施した．

　定員各回４０名，１回目応募者６２名，受講許可者５２名，

受講者４９名，修了者４９名，派遣元は，自治体病院１０名，

独立行政法人病院（国立病院）６名，大学病院５名，共

済組合病院２名，民間病院２５名，老人保健施設１名．教

育期間は平成２４年５月１４日から５月１８日まで．

　２回目応募者４７名，受講許可者４７名，受講者４７名，修

了者４７名．派遣元は，自治体病院１０名，独立行政法人病

院（国立病院）５名，大学病院６名，民間病院２３名，老

人保健施設３名．教育期間は平成２４年９月２４日から９月

２８日まで．

濺ユニットケアに関する研修（施設整備ならびにサービ

スマネジメント担当者向け）

　ユニット型施設の施設整備ならびに運営管理に従事す

る職員への現任教育を通して，介護保険事業の推進に寄

与するため，事業者に対して適切な指導や助言を行える

よう，施設整備（ハード）からサービスマネジメント

（ソフト）に至る幅広い知識と技術を取得することを目

的として各担当者向けに各１回実施した．

　定員各回６０名，施設整備担当者向けは応募者９１名，受

講許可者６５名，受講者５９名，修了者５８名，派遣元は，都

道府県２６ 名， 指定都市等３２ 名．教育期間は平成２４年５
月９日から５月１１日まで．

　サービスマネジメント担当者向けは応募者８５名，受講

許可者７９名，受講者７６名，修了者７５名，派遣元は，都道

府県３７名，指定都市等３８名．教育期間は平成２４年６月１３

日から６月１５日まで．

瀑婦人相談所等指導者研修（平成２３年度研修名：母子保

護支援における機関連携指導者養成研修）

　平成２４年度より研修名を変更した．

　暴力・虐待の被害を受けた母子に対する保護・支援の

充実にむけ，婦人保護の中核を担う行政機関の指導的職

員（所長及び相談指導員等）が，女性保護事業・DV被害
者支援（含む，同伴児童の保護支援）における保健・医

療・福祉の多機関・多職種連携に関する知識・手法を修

得することを目的として実施した．

　定員３０名，応募者２０名，受講許可者２０名，修了者２０名，

派遣元は，都道府県２０名．教育期間は平成２４年１２月１２日

から１２月１４日まで．

８）情報統計に関する分野

瀁実地疫学統計研修

　国及び地方公共団体等において公衆衛生に関する業務

に従事し，医学・歯学・獣医学・保健学・看護学・栄養

学等の学士課程を修めて卒業した者を対象に，保健所や

試験研究機関での公衆衛生に係わる業務である調査・研

究の推進をするための技能を修得することを目的として

実施した．「計画立案編」では，統計学及び疫学の基礎

知識と技術を理解し，研究計画書を立案するための技能

の修得を図った．「実践編」は，既に得たデータを持ち

込み，データ解析のための統計学及び疫学の応用的知識

と技術を理解し，論文にまとめる技術を習得することを

目的として実施した．

　「計画立案編」定員は２０名，応募者１８名，受講許可者

１８名，受講者１８名，修了者１８名，派遣元は，都道府県３

名， 指定都市等１５名．教育期間は平成２４年６月２５日から
７月３日まで．

　「実践編」定員は２０名，応募者１９名，受講許可者１３名，

受講者１３名，修了者１３名，派遣元は，指定都市等１３名．

教育期間は平成２４年９月２４日から９月２８日まで．

瀏地域保健支援のための保健情報処理技術研修

　地方公共団体等の職員であって，保健，医療，福祉の
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分野において情報の利用に関与している者，今後携わる

者あるいは行政施策立案資料等の作成や評価を実施しよ

うとする者を対象として，保健医療福祉に関する情報の

分析・評価の方法を習得し，地域保健における施策計画

立案に活用できる能力を養うことを目的として実施した．

　定員２０名，応募者１９名，受講許可者１９名，受講者１８名，

修了者１８名，派遣元は，国１名，都道府県７名，市８名，

その他２名．教育期間は平成２４年１１月２６日から１２月７日．

濾臨床試験に係わる臨床医向け生物統計学研修

　これから臨床試験を計画する，あるいは参加する予定

のある医師または歯科医師を対象にして，臨床医が臨床

試験を適切に計画，実施，評価する上で最小限必要な生

物学統計の基礎知識と技術の習得をねらいとするととも

に，臨床試験を適切に計画し，かつ，評価できる基礎能

力を身につけることを目的として実施した．

　定員２０名，応募者３２名，受講許可者２０名，受講者２０名，

修了者１８名，派遣元は，都道府県１名，指定都市等１名，

独立行政法人４名，地方独立法人１名，自費１１名．教育

期間は平成２４年１１月５日から１２月７日，うち集合研修は

１１月５日から１１月９日までと１２月７日のみで他は遠隔教育．

瀛地域医療の情報化コーディネータ育成研修

　地方公共団体における医療担当部職員または医療の情

報化を推進する立場にある者を対象にして，地域医療に

おける情報化コーディネーションに必要な知識および技

術，国や他の都道府県と連携し，組織横断的に地域医療

の情報化における課題に取り組む技術，情報システムの

最適化に必要な基礎知識を習得することを目的として実

施した．

　定員２０名，応募者５０名，受講許可者４９名，受講者４７名，

修了者３８名，派遣元は，都道府県１９名，指定都市等１９名．

教育期間は平成２４年１０月１７日から平成２４年１２月２１日，う

ち１０月１７日から１０月１９日以外は遠隔教育．

（４）国際協力研修

１）集団研修

①「保健衛生管理」研修

　開発途上国における公衆衛生行政とそれを担う人材の

育成に関し，国家レベルでの公衆衛生行政プログラムの

策定，実施及び評価を踏まえて人材育成を行うための方

法論の紹介と演習を行い，あわせて参加国における公衆

衛生プログラムの相互紹介と意見交換を通じて各国のプ

ログラム強化に寄与することを目的として実施した．研

修期間は約２か月．１３名が受講し修了した．

②「保健衛生政策向上セミナー」研修

　参加各国の政府機関等において，保健衛生行政に携わ

る上級行政官あるいは公共機関において同等の地位にあ

る者を対象とし，講義，討論，施設見学を通じ，我が国

の保健衛生行政，歴史的過程及び現状を紹介するととも

に，各国の事情紹介，比較研究を行い，参加各国の保健

衛生行政の改善に寄与することを目的として実施した．

研修期間は約２週間．１５名が受講し修了した．

③「病院管理技術とヘルスサービスマネジメント」研修

　発展途上国でのヘルスケア運営システムを円滑に行う

知識を養い，発展途上国における人々の健康状態の促進

を図るため，研修での講義，ケーススタディ，グループ

ディスカッションを通じて病院管理技術とヘルスマネジ

メントに関する一般的知識を習得することを目的として

実施した．研修期間は約１か月．１５名が受講し修了した．

２）個別研修

　平成２４年度には７の個別研修を行い，のべ１０１人が受

講した．（養成訓練関係表（６）を参照）
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修了者一覧

３．平成２４年度に実施した養成訓練関係表

（１）修了者一覧

平成２４年度研究課程修了者・特別研究課題一覧

指導教官氏名指導教官所属特 別 研 究 課 題 名研修生氏名学籍番号

加藤　則子統括研究官
国内感染症教育事業の促進に関する研究～感染症

拡大防止における保育士の役割～
菅井　敏行研 ２０-５

横山　徹爾生涯健康研究部
改良した年齢階級別に栄養素の習慣的摂取量分布

を推定する方法
横道　洋司研 ２０-８

平成２４年度専門課程Ⅰ・Ⅱ修了者・特別研究課題一覧

指導教官氏名指導教官所属特 別 研 究 課 題 名研修生氏名学籍番号

保健福祉行政管理分野

横山　徹爾生涯健康研究部東京都大気汚染医療費助成制度における気管支喘

息患者の重症度に対する受動喫煙等，生活環境因

子の影響

佐瀬　一葉本科２４-１
曽根　智史企画調整主幹

地域保健福祉分野

横山　徹爾

安藤　雄一
生涯健康研究部都道府県型保健所保健師の家庭訪問の実態と人材

育成上の課題
市川かよ子地域２４-１

（杉田由加里）（千葉大学大学院看護学研究科）

曽根　智史企画調整主幹茨城県における高齢者施設の結核対策に関する研

究
古田t　佑佳地域２４-２

（杉田由加里）（千葉大学大学院看護学研究科）

生物統計分野

西川　正子

緒方　裕光
研究情報支援研究センター用量反応情報検出のための試験デザインに関する

統計的検討
服部　　聡生統２２-２

（清見　文明）（ノボノルディスクファーマ）

高橋　邦彦政策技術評価研究部用量反応情報検出のための試験デザインに関する

統計的検討
岩間　康弘生統２３-１

（上坂　浩之）（大阪大学大学院医学系研究科）

高橋　邦彦

福田　　敬

政策技術評価研究部

研究情報支援研究センター臨床研究におけるQALYの利用とその推定に関する
統計学的研究

唐　　文涛生統２３-２

（赤澤　宏平）（新潟大学医歯学総合病院）

高橋　邦彦政策技術評価研究部
臨床試験における被験者数再設計に関する研究橋本　泰広生統２３-４

（上坂　浩之）（大阪大学大学院医学系研究科）

健康危機管理分野

金谷　泰宏健康危機管理研究部
我が国のレジオネラ症の発生動向（２００７-２０１１）に
ついて

田原　寛之健管２３-１
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修了者一覧

平成２４年度専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）・Ⅲ修了者一覧

専門課程Ⅲ専門課程Ⅰ

研修生氏名学籍番号研修生氏名学籍番号

地域保健福祉　専攻科保健福祉行政管理分野　分割前期（基礎）

上羽　累理２４-１安藤　滋�２４-１

大久保京子２４-２植嶋　一宗２４-２

岡森　温子２４-３大原　　宰２４-３

近藤タカ子２４-４河合　信哉２４-４

佐藤健太郎２４-５川井　睦子２４-５

須田あゆみ２４-６黒田　秀之２４-６

添田　典子２４-７甲畑　俊郎２４-７

立石恵美子２４-８後藤裕一郎２４-８

中村久美子２４-９小宮　　智２４-９

野村　理絵２４-１０杉江　琢美２４-１０

渡辺千奈美２４-１１照井　有紀２４-１１

中村由紀子２４-１２

地域保健臨床研修　専攻科中山　　均２４-１３

宇仁　暢大２４-１西垣　明子２４-１４

岡　　知徳２４-２西田　敏秀２４-１５

岡部　佳介２４-３松浦　英夫２４-１６

小林なほか２４-４油井　　満２４-１７

高橋　雄治２４-５吉田　定信２４-１８

中曽根亜美２４-６

中曽根泰人２４-７

星野　大和２４-８

山名　隼人２４-９

健康危機安全管理　専攻科

遠藤　　瞳２４-１
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授業科目一覧

（２）授業科目一覧

専門課程授業科目

専門課程Ⅰ・Ⅱ及びⅢ地域保健福祉専攻科の授業科目

（１）全分野共通必修科目（コア科目）

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

講　師テーマ
総数実習演習講義

２単位

（分割前期は必修科目も修

得して１２単位、保健福祉

専攻科は必修科目と合わ

せて１０単位）

１１曽 根 智 史地域保健対策

１１林　 謙 治

１１林　 謙 治特定健診・難病対策・地域医療

１１林　 謙 治健康危機管理（震災 マクロ）

１１金 谷 泰 宏健康危機管理（震災）

１１欅 田 尚 樹健康危機管理（放射線）

１１曽根智史他健康危機管理（震災）

１１曽 根 智 史健康危機管理（避難所調査）

１１奥 田 博 子健康危機管理（派遣保健師）

１１辻　 一 郎次期国民健康づくり運動プラン

１１緒 方 裕 光情報処理法の概要

１１秋 葉 道 宏水環境汚染

１１豊 福　 肇食中毒対策

１１武 村 真 治健康危機管理・地域健康安全研究の方向性

１１金 谷 泰 宏

１１大 澤 元 毅

１１秋 葉 道 宏

１１欅 田 尚 樹

１１曽 根 智 史

１１緒 方 裕 光

１１三 浦 宏 子歯科口腔保健

１１中 野　 恵予防接種行政

１１本 橋　 豊地域における自殺対策

（２）生物統計分野以外の分野合同必修科目

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

選択必修科目と合わせて

１２単位

４０４０曽 根 智 史公衆衛生総論

逢 見 憲 一

武 村 真 治

１６１６筒 井 孝 子【社会保障論】

３２３２横 山 徹 爾【社会調査法】

藤 井　 仁

曽 根 智 史

２４２４今 井 博 久疫学概論

２４２４緒 方 裕 光保健統計概論

３２３２大 澤 元 毅環境保健概論

秋 葉 道 宏

欅 田 尚 樹

２４２４曽 根 智 史実地見学

豊 福　 肇

秋 葉 道 宏
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授業科目一覧

（３）行政管理・健康危機管理分野必修科目Ⅰ

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

全ての科目を履修して１２

単位

４８４８曽 根 智 史公衆衛生行政

逢 見 憲 一

武 村 真 治

３２３２熊 川 寿 郎組織経営・管理

曽 根 智 史

岡 本 悦 司

３２３２加 藤 則 子対人保健

福島富士子

瀧 本 秀 美

４０４０金 谷 泰 宏健康危機管理

武 村 真 治

４０４０金 谷 泰 宏【感染症】

橘 と も 子

江藤亜紀子

１６１６曽 根 智 史地域診断演習

横 山 徹 爾

福島富士子

（４）地域健康福祉分野必修科目Ⅰ

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

全ての科目を履修して１２

単位

１６１６奥 田 博 子公衆衛生看護管理

杉田由加里

１６１６福島富士子地域保健活動論

３２３２奥 田 博 子地区組織・連携活動論

米 澤 純 子

杉田由加里

１６１６米 澤 純 子人材育成方法論

３２３２加 藤 則 子対人保健活動

１６１６杉田由加里研究方法Ⅰ

健康危機管理

４０４０金 谷 泰 宏【感染症】

橘 と も 子

江藤亜紀子

１６１６曽 根 智 史地域診断演習

横 山 徹 爾

福島富士子

欅 田 尚 樹



J. Natl. Inst. Public Health, 62（3）: 2013244

授業科目一覧

（５）行政管理必修科目Ⅱ

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

全ての科目を履修して１０

単位

３２３２２谷 畑 健 生疫学各論

１６１６１土井由利子行動科学

１６１６１加 藤 則 子母子保健

１６１６１福島富士子学校・思春期保健

３２３２２福島富士子精神保健

１６１６１曽 根 智 史産業保健

欅 田 尚 樹

（６）地域健康福祉分野必修科目Ⅱ

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

全ての科目を履修して１０

単位

３２３２２谷 畑 健 生疫学各論

１６１６１土井　由利子行動科学

１６１６１加 藤 則 子母子保健

１６１６１福島富士子学校・思春期保健

３２３２２福島富士子精神保健

１６１６１曽 根 智 史産業保健

欅 田 尚 樹

１６１６１綿 引 信 義保健人口学

兵 井 伸 行

（７）生物統計分野以外の分野選択科目（うち遠隔配信分は★印）

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者
総数実習演習講義

地域保健福祉分野１７単位

以上

（A群：行政関連群）
１６１６１武 村 真 治保健計画学（★）

（B群：疫学統計群）
３２３２２緒 方 裕 光保健情報利用概論

３２３２２谷 畑 健 生計数値の統計

（Ｃ群：地域ケア群）

１６１６１武 村 真 治保健社会学（★）

１６１６１曽 根 智 史健康教育（★）

中 板 育 美

１６１６１杉田由加里他研究方法Ⅱ

（Ｄ群：対人保健群）

１６１６１加 藤 則 子母子保健（★）

１６１６１米 澤 純 子高齢者保健・在宅ケア

１６１６１安 藤 雄 一口腔保健

（Ｅ群：生活衛生環境群）

１６１６１寺 田　 宙毒性学（基礎）

１６１６１牛 山　 明適応生理学

３２３２２鈴 木　 晃住環境学

４２４２２豊 福　 肇食品衛生

１６１６１山 口 一 郎放射線衛生学

欅 田 尚 樹

１６１６１緒 方 裕 光リスク科学総論

１６１６１山 口 一 郎リスク科学各論（★）

緒 方 裕 光

（F群：ゼミナール）
　　（医療管理分野）

１岡 本 悦 司健診・保健指導データ分析法（★）

１岡 本 悦 司レセプトデータ分析（★）
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授業科目一覧

（８）生物統計分野必修科目・選択科目

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

２６単位

３２３２２高 橋 邦 彦数学基礎

必　
　

修　
　

科　
　

目

３２３２２横 山 徹 爾生物統計学基礎

３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅰ

３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅱ

３２３２２西 川 正 子分散分析特論

３２３２２高 橋 邦 彦カテゴリカルデータ解析特論

３２３２２西 川 正 子生存時間解析特論

３２３２２高 橋 邦 彦データ解析演習

西 川 正 子

３２３２２西 川 正 子臨床試験特論Ⅰ

３２３２２西 川 正 子臨床試験特論Ⅱ

３２３２２高 橋 邦 彦疫学調査特論

３２３２２西 川 正 子薬物動態学特論

３２３２２西 川 正 子臨床試験論講

２単位以上

３２３２２高 橋 邦 彦統計モデル特論選
択
科
目

３２３２２高 橋 邦 彦数理統計学特論Ⅲ

３２３２２横 山 徹 爾生物統計学特別講義Ⅱ

（９）合同臨地訓練
専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野本科，専門課程Ⅱ地域保健福祉分野（生物統計分野を除く）の各分野では，必修科目で５単位．

平成２４年度は１チームにより実施．

　地域高齢者の孤立の実態把握に関する一考察

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指導教官　　　安藤　雄一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川　みどり

専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専攻科の授業科目

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

６単位

３３曽 根 智 史生活習慣病対策論

３３曽 根 智 史感染症対策論

２２曽 根 智 史公衆衛生行政活動論

専門課程Ⅲ健康危機管理専攻科の授業科目

課程修業に必要な単位数
時　　間　　数

単位数科目担当者科　　　目
総数実習演習講義

１８単位

３３石 峯 康 浩感染症危機管理総論

江藤亜紀子

感染症危機管理各論

３３石 峯 康 浩【ウイルス感染症】

江藤亜紀子

３３石 峯 康 浩【細菌感染症】

江藤亜紀子

１１石 峯 康 浩エイズ対策

江藤亜紀子

１１石 峯 康 浩感染症疫学

江藤亜紀子

６６石 峯 康 浩感染症危機管理実習

江藤亜紀子

１１石 峯 康 浩感染症疫学実習

江藤亜紀子
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入学・修学状況調べ

（３）課程・研修別入学・修学状況調べ

延日数日数
外国人

（内数）
修了者受講者許可者応募者定員研　　　　　　　  修　　　　　　　  名

１,９０４９５２０２０００５研究課程

３,９４２１,４５４３４６４５４５４５５５専門課程

２２２２２２０１１１１

１５

保健福祉行政管理分野本科専
門
課
程
Ⅰ

１,２２４６８０１８１８１８１８保健福祉行政管理分野分割前期（基礎）

０２２２００２１１保健福祉行政管理分野分割後期（応用）

４４４２２２０２２２２

２０

地域保健福祉分野専
門
課
程
Ⅱ

８８８２２２０４０００生物統計分野

０２２２０００００医療管理分野

７４８６８０１１１２１２１２

２０

地域保健福祉専攻科
専
門
課
程
Ⅲ

０５６０００００生活衛生環境専攻科

３６０４００９９１０１０地域保健臨床研修専攻科

０５６０００００地域医療安全管理専攻科

５６５６１１１１１健康危機管理専攻科

１５,５２１４０５０２,３９４２,４６１２,５６８２,８２３２,２５５短期研修

２４３０８８８８３０健康危機管理研修（実務編）　第１回

１２３３０４１４１４５４５３０健康危機管理研修（実務編）　第２回

６３３０２１２１２４２４２０健康危機管理研修（高度技術編）

２３８２０１１９１１９１２３１２３１００生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修（研修計画編）

２１９３０７３７４７８７８７０生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修（広域的事業評価編）

７０５０１４１４１４１４２０たばこ対策の施策推進における企画・調整のための研修

２７０５０５４５４５４５４４０児童虐待防止研修

３３３３０１１１１４５１５４１５４１２０死体検案研修

７２０１００７２７３７５７５４０公衆衛生看護管理者研修（実務管理）

１７２４０４３４３４３５２２５公衆衛生看護管理者研修（人材管理）

１６８８０２１２２２２２２２０食育推進事業刷新研修

１６４４０４１４１４２４２５０健康・栄養調査の企画・運営・評価に関する研修

５５５０１１１１１１１１１０歯科保健研修（歯科専門職向け）

２４０５０４８４８４９４９４０特定疾患医療従事者研修（保健師等研修）

７０２０３５３５３５３５２０特定疾患医療従事者研修（難病相談・支援センター職員研修）

３３５５０６７６７７１７１８０エイズ対策研修

１８０５０３６３６３８５８３０感染症集団発生対策研修

９５５０１９１９２０２６２０新興再興感染症技術研修

４３４１４０３１３１３２３２２０ウイルス研修

２０５５０４１４１４４４４４０地域医療連携マネジメント研修（理論編）

９５５０１９１９２５２５２０地域医療連携マネジメント研修（実践編）

５０２０２５２５２５２５５０療養病床再編支援研修

３８２０１９２０２３２３６０療養病床を有する医療機関のトップマネジメント研修

２４０１００２４２４２４２７２０水道クリプトスポリジウム試験法に係る技術研修

８９６２８０３２３２３２３２２０水道工学研修

２７０１５０１８１８２０２０２０建築物衛生研修

３５５０７７７７１０医療放射線監視研修

１５０５０３０３０３０６５２０環境衛生監視指導研修

９００２５０３６３６３６３６３０薬事衛生管理研修

７２０１８０４０４０４０４０３０食肉衛生検査研修

９４０２００４７４７４７４７４０食品衛生危機管理研修

５２５１５０３５３５３５３５２０食品衛生監視指導研修

３６０３０１２０１２０１２７１８０１２０都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・老人福祉施設担当）

３４８３０１１６１１６１２０１６１１２０都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・障害者福祉施設担当）

３５４３０１１８１１９１２４１４７１２０都道府県・指定都市・中核市指導監督職員研修（社会福祉法人・児童福祉施設担当）
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入学・修学状況調べ

延日数日数
外国人

（内数）
修了者受講者許可者応募者定員研　　　　　　　  修　　　　　　　  名

２７６３０９２１０４１１５１１５７０福祉事務所長研修

１１１３０３７３８４０４０３０生活保護自立支援研修担当育成研修

１７７３０５９６０６３６３６０児童相談所中堅児童福祉司・児童心理司合同研修

２４６３０８２８２８７８９８０介護保険指導監督中堅職員研修（第１回／都道府県職員対象）

２７６３０９２９３９５９７８０介護保険指導監督中堅職員研修（第２回／指定都市・中核市職員対象）

８６１０８６８６８９８９８０都道府県障害程度区分指導者研修

２４５５０４９４９５２６２４０医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修　第１回

２３５５０４７４７４７４７４０医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修　第２回

１７４３０５８５９６５９１６０ユニットケアに関する研修（施設整備）

２２５３０７５７６７９８５６０ユニットケアに関する研修（サービスマネジメント）

６０３０２０２０２０２０３０婦人相談所等指導者研修

１２６７０１８１８１８１８２０実地疫学統計研修（計画立案編）

６５５０１３１３１３１９２０実地疫学統計研修（実践編）

１８０１００１８１８１９１９２０地域保健支援のための保健情報処理技術研修

４３２２４０１８２０２０３２２０臨床試験に係わる臨床医向け生物統計学研修

２,５０８６６０３８４７４９５０２０地域医療の情報化コーディネータ育成研修

１,０１３７３４３４３４３４３４３４５国際協力研修

５３３４１１３１３１３１３１３１６保健衛生管理研修

１３５９１５１５１５１５１５１３保健衛生政策向上セミナー研修

３４５２３１５１５１５１５１５１６病院管理技術とヘルスサービスマネジメント研修

２２,３８０２,８８４４６２,４８５２,５４９２,６５６２,９１１２,３６０総　　　　合　　　　計
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短期研修実施日程

（４）平成２４年度短期研修実施日程

２５年２４年
定員研　　修　　名

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月

３～５１３～１５
各回

３０

健康危機管理研修

（実　　 務　　 編）
水－金水－金

第２回第１回

３０～１

２０
健康危機管理研修

（高  度  技  術  編）
水－金

４～５

１００

生活習慣病対策健診・保健

指導に関する企画・運営・

技術研修（研修計画編）

月－火

６～８

７０

生活習慣病対策健診・保健

指導に関する企画・運営・技

術研修（広域的事業評価編）

水－金

１２～１６

２０

たばこ対策の施策

推進における企画・

調整のための研修

月－金

１～５

４０児童虐待防止研修 月－金

１０　　７～８

１２０死 体 検 案 研 修 日　　日－月

後期前期

１６～１８２１～２９

４０
公衆衛生看護管理者

研 修 （ 実 務 管 理 ）
水－金月－火

後期前期

１９～２２

２５
公衆衛生看護管理者

研  修（人 材 管 理）
月－木

６～８１～５

２０食育推進事業刷新研修 水－金月－金

後期前期

１２～１５

５０

健康・栄養調査の

企画・運営・評価に

関 す る 研 修

火－金

２８～１

１０
歯 科 保 健 研 修

（歯 科 専 門 職 向 け）
月－金

２９～２

４０
特定疾患医療従事者

研修（保健師等研修）
月－金

２９～３０

２０

特定疾患医療従事者

研修（難病相談・支援

センター職員研修）

月－火

５～９

８０エ イ ズ 対 策 研 修 月－金

１２～１６

３０
感 染 症 集 団

発 生 対 策 研 修
月－金

５～９

２０
新 興 再 興 感 染 症

技 術 研 修
月－金

１～１９

２０ウ イ ル ス 研 修 月－金
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短期研修実施日程

２５年２４年
定員研　　修　　名

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月

２５～２９

４０
地域医療連携マネジ

メント研修（理論編）
月－金

５～９

２０
地域医療連携マネジ

メント研修（実践編）
月－金

１１～１２

５０療養病床再編支援研修 木－金

２１～２２

６０

療養病床を有する

医療機関のトップ

マネジメント研修

水－木

２１～１

２０

水 道 ク リ プ ト

スポリジウム試験法

に 係 る 技 術 研 修

月－金

１８～２６

２０水 道 工 学 研 修 火－金

４～２２

２０建 築 物 衛 生 研 修 月－金

２９～２

１０医療放射線監視研修 月－金

２８～１

２０環境衛生監視指導研修 月－金

１４～１５

３０薬事衛生管理研修 月－金

１３－６

３０食肉衛生検査研修 水－金

１５～８

４０食品衛生危機管理研修 火－金

１５～２

２０食品衛生監視指導研修 月－金

１６～１８

１２０

社会福祉法人

・ 老 人 福 祉

施 設 担 当

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核

市
指
導
監
督
職
員
研
修

水－金

２７～２９

１２０

社会福祉法人

・障害者福祉

施 設 担 当

水－金

２０～２２

１２０

社会福祉法人

・ 児 童 福 祉

施 設 担 当

水－金

３０～１

７０福祉事務所長研修 水－金

２８～３０

３０
生活保護自立支援

研修担当育成研修
水－金
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短期研修実施日程

２５年２４年
定員研　　修　　名

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月

１４～１６

６０

児 童 相 談 所 中 堅

児童福祉司・児童

心 理 司 合 同 研 修

水－金

３～５

各回

８０

介護保険指導監督

中 堅 職 員 研 修

水－金

第１回

２４～２６

水－金

第２回

１９　　

８０
都道府県障害程度

区 分 指 導 者 研 修
火　　

２４～２８１４～１８
各回

４０

医 療 ソ ー シ ャ ル

ワーカーリーダー

シ ッ プ 研 修

月－金月－金

第２回第１回

９～１１

６０
ユニットケアに関す

る研修（施設整備）
水－金

１３～１５

６０

ユ ニ ッ ト ケ ア に

関する研修（サービ

ス マ ネ ジ メ ン ト ）

水－金

１２～１４

３０
婦 人 相 談 所 等

指 導 者 研 修
水－金

２５～３

２０
実地疫学統計研修

（計  画  立  案  編）
月－火

２４～２８

２０
実地疫学統計研修

（実　　 践　　 編）
月－金

２６～７

２０

地 域 保 健 支 援 の

た め の 保 健 情 報

処 理 技 術 研 修

月－金

７　　５～９

２０

臨床試験に関わる

臨 床 医 向 け 生 物

統 計 学 研 修

金　　月－金

１７～１９

２０

地 域 医 療 の

情 報 化 コ ー デ ィ

ネ ー タ 育 成 研 修

水－金
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研修国別受入実績

（５）国際協力研修国別受入実績

保健政策向上セミナー
病院管理技術とヘルス
サービスマネジメント

保健衛生管理研 修 名  

  国　　名 平成２５年１月２２日～２月１日平成２４年９月３日～１０月５日平成２４年５月２２日～７月２０日

ア フ ガ ニ ス タ ン１

２イ ラ ク２

１パ キ ス タ ン３

１１ケ ニ ア４

１コ ン ゴ 共 和 国５

シ リ ア６

サ モ ア７

１１リ ベ リ ア８

１１ス ワ ジ ラ ン ド９

１１ブ ル キ ナ フ ァ ソ１０

コ ー ト ジ ボ ア ー ル１１

ソ ロ モ ン１２

タ イ１３

１タ ン ザ ニ ア１４

ジ ン バ ブ エ１５

ナ ミ ビ ア１６

１１シ エ ラ レ オ ネ１７

１ベ ト ナ ム１８

マ ダ ガ ス カ ル１９

モ ザ ン ビ ー ク２０

１南 ア フ リ カ２１

２モ ル デ ィ ブ２２

１１ウ ガ ン ダ２３

モ ン ゴ ル２４

カ ン ボ ジ ア２５

２１中 国２６

香 港２７

２１ラ オ ス２８

マ レ ー シ ア２９

１１フ ィ リ ピ ン３０

パプアニューギニア３１

フ ィ ン ラ ン ド３２

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド３３

ベ ト ナ ム３４

シ ン ガ ポ ー ル３５

ミ ク ロ ネ シ ア３６

１バ ヌ ア ツ３７

オ ー ス ト ラ リ ア３８

韓 国３９

ブ ル ネ イ４０

１ト ン ガ４１

２１エ ル サ ル バ ド ル４２

シ エ ラ レ オ ネ４３

１ザ ン ビ ア４４

１バングラディッシュ４５

エ チ オ ピ ア４６

ガ ー ナ４７

２１ス ー ダ ン４８

１セ ネ ガ ル４９

ウ ク ラ イ ナ５０

１コ ソ ボ５１

１パレスチナ自治政府５２

１セ ル ビ ア５３

１５１５１３合　　　　　　　計
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国際協力研修個別研修受入状況

（６）国際協力研修個別研修受入状況

担当部テーマ
依頼機関

人数国名
年月日

運営実施至自

国際協力研究部日本での保健政策の理念
と実際JICAJICA１４中国２０１２.５.３１

国際協力研究部日本の公衆衛生・医療行
政

東京大学大学
院JICA２４中国２０１２.６.６

生活環境研究部上水道施設技術JICAJICA１２

コンゴ，エリトリア，エ
チオピア，インド，ラオ
ス，マラウイ，モンテネ
グロ，ミャンマー，ネ
パール，フィリピン，
スーダン

２０１２.６.２６

国際協力研究部日本での健康づくり政策
の理念と実際JICAJICA１５中国２０１２.９.１３

国際協力研究部社会保険行政JICWELSJICA１３

ミャンマー，フィリピン，
ラオス，インドネシア，
タイ，バングラディシュ，
コソボ，モンゴル，

２０１２.９.２１

国際協力研究部地域保健システム強化国立大学法人
長崎大学JICA８

フィジー，ケニア，ラオ
ス，タンザイア，スーダ
ン

２０１２.１０.１８

国際協力研究部
生活環境研究部
研究情報支援研
究センター

感染症対策行政JICWELSJICA１５

バングラディシュ，中国，
コートジボワール，エチ
オピア，ガーナ，モンゴ
ル，パナマ，タジキスタ
ン

２０１３.２.８ ２０１３.２.７

 JICA＝独立行政法人国際協力機構
 JICWELS ＝社団法人国際厚生事業団
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養成訓練運営体制／教務会議・委員会名簿

（７）科学院の養成訓練運営体制

（８）教務会議・委員会名簿

条項に基づく構成人員（委員）２４年度委員
２４年度

議長・委員長
（課程責任者）

会議（委員会）名

曽根　智史教　務　会　議

次長関山　昌人

企画調整主幹曽根　智史〔定員，現員〕

研究課程責任者横山　徹爾〔なし，１８名〕

専門課程責任者（副議長）欅田　尚樹

　　専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当責任者曽根　智史

　　専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当責任者福島　富士子

　　専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当責任者欅田　尚樹

　　専門課程Ⅱ生物統計分野担当責任者西川　正子

　　専門課程Ⅱ医療管理分野担当責任者熊川　寿郎

　　専門課程Ⅱ国際保健分野担当責任者綿引　信義

　　専門課程Ⅱ健康危機管理分野責任者金谷　泰宏

短期研修責任者鈴木　晃

　　地域保健分野担当責任者加藤　則子

　　医療・福祉分野担当責任者筒井　孝子

　　生活衛生分野担当責任者秋葉　道宏

　　情報統計分野担当責任者土井　由利子

遠隔教育委員会委員長緒方　裕光

国際協力研修委員会委員長曽根　智史

院長指名（入試委員会委員長）加藤　則子

院長指名成木　弘子

院長指名（副議長）三浦　宏子

研修・業務課長赤間　克己

教務会議 

養成訓練計画 
作成・協議・運営 

研 究 課 程 委 員 会  

短 期 研 修 委 員 会  

遠 隔 教 育 委 員 会  

国際協力研修委員会 

入 学 試 験 委 員 会  

合同臨地訓練運営委員会 

地域保健分野小委員会 

医療・福祉分野小委員会 

生活衛生分野小委員会 

情報統計分野小委員会 

専 門 課 程 委 員 会  
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条項に基づく構成人員（委員）２４年度委員
２４年度

議長・委員長
（課程責任者）

会議（委員会）名

（副委員長）今井　博久横山　徹爾研究課程委員会

佐藤　元〔若干名，７名〕

緒方　裕光

伊藤　雅喜

内山　茂久

研修・業務課長赤間　克己

欅田　尚樹専門課程委員会

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健
臨床研修専攻科担当者を兼ねる．）

曽根　智史〔なし，１４名〕

専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専攻科担当責任者（専門課程Ⅰ保健福
祉行政管理分野担当を兼ねる．）

加藤　則子

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当（専門課程Ⅲ地域保健臨床研
修専攻科担当者を兼ねる．）

安藤　雄一

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健福祉
専攻科担当責任者を兼ねる．）

福島　富士子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科
担当者を兼ねる．）

米澤　純子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科
担当者を兼ねる．）

石川　みどり

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当責任者（専門課程Ⅲ生活衛生環境
専攻科担当者を兼ねる．）

欅田　尚樹

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野担当（専門課程Ⅲ生活衛生環境専攻科
担当者を兼ねる．）

島崎　大

専門課程Ⅲ生活衛生環境専攻科担当責任者牛山　明

専門課程Ⅱ生物統計分野担当責任者西川　正子

専門課程Ⅱ生物統計分野担当横山　徹爾

専門課程Ⅱ生物統計分野担当高橋　邦彦

専門課程Ⅱ医療管理分野担当責任者（副委員長）熊川　寿郎

専門課程Ⅲ地域医療安全管理専攻科担当責任者（専門課程Ⅱ医療管
理分野担当責任者を兼ねる．）

専門課程Ⅲ地域医療安全管理専攻科担当者玉置　洋

専門課程Ⅱ国際保健分野担当責任者綿引　信義

専門課程Ⅱ国際保健分野担当兵井　伸行

専門課程Ⅱ国際保健分野担当三浦　宏子

専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当責任者（専門課程Ⅲ健康危機管理
専攻科担当者を兼ねる．）

金谷　泰宏

専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当（専門課程Ⅲ健康危機管理専攻科
担当者を兼ねる．）

橘　とも子

専門課程Ⅲ健康危機管理専攻科担当責任者石峯　康浩

専門課程Ⅱ健康危機管理分野担当（感染研より）大山　卓昭

遠隔教育委員会委員長緒方　裕光

合同臨地訓練運営委員会委員長福島　富士子

研修・業務課長赤間　克己

※分野別委員は，専門課程委員会には含まれない．

教務会議・委員会名簿
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教務会議・委員会名簿

条項に基づく構成人員（委員）２４年度委員
２４年度

議長・委員長
（課程責任者）

会議（委員会）名

地域保健分野担当責任者加藤　則子鈴木　晃短期研修委員会

地域保健分野担当副責任者武村　真治〔なし，１０名〕

　《地域保健分野小委員会委員》奥田　博子

　《地域保健分野小委員会委員》

　《地域保健分野小委員会委員》守屋　信吾

　《地域保健分野小委員会委員》大坪　浩一

　《地域保健分野小委員会委員》稲葉　洋平

　《地域保健分野小委員会委員》冨田　奈穂子

医療・福祉分野担当責任者筒井　孝子

　医療・福祉分野担当副責任者平塚　義宗

　《医療・福祉分野小委員会委員》松繁　卓哉

　《医療・福祉分野小委員会委員》大庭　志野

　《医療・福祉分野小委員会委員》荻野　大助

　《医療・福祉分野小委員会委員》森川　美絵

　《医療・福祉分野小委員会委員》小菅　瑠香

生活衛生分野担当責任者秋葉　道宏

　生活衛生分野担当副責任者鈴木　晃

　《生活衛生分野小委員会委員》阪東　美智子

　《生活衛生分野小委員会委員》水島　洋

　《生活衛生分野小委員会委員》豊福　肇

　《生活衛生分野小委員会委員》寺田　宙

情報統計分野担当責任者（副委員長）土井　由利子

　情報統計分野担当副責任者奥村　貴史

　《情報統計分野小委員会委員》藤井　仁

　《情報統計分野小委員会委員》中尾　裕之

遠隔教育委員会　副委員長奥村　貴史

研修・業務課長赤間　克己

※小委員会委員は，短期研修委員会には含まれない．

（副委員長）奥村　貴史緒方　裕光遠隔教育委員会

安藤　雄一

福田　敬〔若干名，８名〕

深田　聡

山口　一郎

専門課程委員会　副委員長熊川　寿郎

短期研修委員会　副委員長土井　由利子

（副委員長）三浦　宏子曽根　智史国際協力研修委員会

兵井　伸行〔若干名，９名〕

綿引　信義

豊福　肇

浅見　真理

岡本　悦司

冨田　奈穂子

小林　健一
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条項に基づく構成人員（委員）２４年度委員
２４年度

議長・委員長
（課程責任者）

会議（委員会）名

研究課程（副委員長）横山　徹爾加藤　則子入学試験委員会

専門課程Ⅰ保健福祉行政管理分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健
臨床研修専攻科担当者を兼ねる．）

曽根　智史

専門課程Ⅲ地域保健臨床研修専攻科担当責任者（専門課程Ⅰ保健福
祉行政管理分野担当者を兼ねる．）

加藤　則子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野担当責任者（専門課程Ⅲ地域保健福祉
専攻科担当責任者を兼ねる．）

福島　富士子

専門課程Ⅱ地域保健福祉分野（専門課程Ⅲ地域保健福祉専攻科を兼
ねる．）

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野（専門課程Ⅲ生活衛生環境専攻科担当
者を兼ねる．）

欅田　尚樹

専門課程Ⅱ生活衛生環境分野（専門課程Ⅲ生活衛生環境専攻科担当
者を兼ねる．）

島崎　大

専門課程Ⅲ生活衛生環境専攻科担当責任者牛山　明

専門課程Ⅱ生物統計分野西川　正子

専門課程Ⅱ生物統計分野高橋　邦彦

専門課程Ⅱ医療管理分野熊川　寿郎

専門課程Ⅲ地域医療安全管理専攻科担当者

専門課程Ⅱ国際保健分野綿引　信義

専門課程Ⅱ国際保健分野兵井　伸行

専門課程Ⅱ健康危機管理分野金谷　泰宏

専門課程Ⅲ健康危機管理専攻科担当責任者石峯　康浩

教務会議議長曽根　智史成木　弘子募集要項作成委員会

教務会議副議長三浦　宏子

専門課程委員会委員長欅田　尚樹

短期研修委員会委員長鈴木　晃

広報委員会泉　峰子

図書館サービス室長泉　峰子

研修・業務課長赤間　克己

研修・業務課課長補佐田中　豊

研修・業務課研究業務室長宮間　浩史

研修・業務課企画係長高橋　康大　

研修・業務課研修第一係長森竹　康治

研修・業務課研修第二係長熊谷　正仁

研修・業務課研修第三係長櫻井　朋江

研修・業務課研修第四係長高橋　康大　

（副委員長）牛山　明福島　富士子合同臨地訓練運営委員会

綿引　信義〔なし，５名〕

大坪　浩一

松繁　卓哉

教務会議・委員会名簿


